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別紙

委員長　　　　開会宣言、あいさつ

議長　　　　　あいさつ

町長　　　　　あいさつ

委員長　　　　４件議案が付託されていますが、一部順序を変えて審議します。これより議事にはいります。

議案第71号

委員長　　　　本委員会に付託されました、議案第71号太陽光発電設備設置工事請負契約の締結についてを議題といたします。議案第71号について執行部の説明を求めます。

教育総務課長　議案第71号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第71号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

じんの委員　　制限付き一般競争入札だが何社で落札率はいくらか。また、予定価格はいくらで事業費はどこからか。
学校建設室長　制限付き一般競争入札で入札参加者数は20社になります。予定価格だが、１億2,046万2,000円（税抜き）、１億2,648万5,100円（税込）になります。落札率は予定価格の３分の２になります。補助金は国から８月３日に交付決定を受けており、補助金額は4,242万円です。

じんの委員　　4,242万円以外は町の支出か。
学校建設室長　そうです。

じんの委員　　落札設定価格から4,000万円くらい安くなっている原因は。
学校建設室長　一般競争入札で行っているので、各業者が入札に当たり工事費内訳書の積算をして提出をしてもらっています。したがって、各業者が積算した金額がこの金額になり入札されました。
じんの委員　　予定価格の設定が高かったということはあるか。

教育総務課長　設計は県の営繕歩掛や営繕単価の仕様を基本として積算しています。単価にないものは何社から見積を徴収し積算をしており、適正価格と判断しています。
じんの委員　　１校１基の太陽電池モジュール（10ｋＷ）だが、１校の年間消費電力はどのくらいか。また、太陽光発電を設置した場合、賄える電力は何％か。

教育総務課長　10ｋＷで１校当たり電気料は12万円／年程度です。割合は出していません。
じんの委員　　太陽光発電設備の耐久年数はどのくらいか。今後の維持運用費用をどのように考えているか。

学校建設室長　太陽電池モジュールの耐用年数は20年で、保証期間は10年です。維持管理だが10ｋＷ以下は法定点検が必要ないので、任意の目視点検等になり特別な費用はかかりません。
じんの委員　　20年後に一斉に費用が要るのか。

教育総務課長　寿命は20年だが、20年以上もつ可能性もある。状況を見て修繕や交換等最低の費用をかけます。

じんの委員　　今回、小中学校の設置で児童生徒にどのような効果を期待しているか。
教育総務課長　生徒に環境学習をということで指導要領にも取り入れることがうたわれています。具体的には、小学校の社会では節水、節電等の利用について学んだり、小学校の理科の４年生では乾電池、光発電の働きを調べる等、指導要領で定められています。
青山委員　　　施工期間はいつ頃か。

学校建設室長　施工期間は、国庫補助の関係上、当面の工期は３月31日までです。北小学校の増築工事が来年11月末まであるので、国庫補助の繰越承認が３月頃得られた後、工期変更をして適正な工期を設けます。予算は９月議会で繰越承認を得ています。

小池委員　　　契約についてだが予定価格の３分の２ということだが、最低制限価格ということか。

教育総務課長　最低制限価格は公表していないが、今回の入札は予定価格を公表しています。制限付き一般競争入札の実施要領で予定価格を公表して最低制限価格は有で公表しています。契約規則の条項も明記し公表しているので、契約規則で最低制限価格は予定価格の５分の４から３分の２の範囲で設定することになっています。
小池委員　　　この３分の２で入札をした業者は何社か。

学校建設室長　８社です。

小池委員　　　８社での電子くじ引きで行ったのか。

教育総務課長　そうです。
小池委員　　　この価格以下で入札を行ったところはあったか。

教育総務課長　１社あります。

小池委員　　　それはいくらだったのか。

教育総務課長　入札価格は6,880万円（税抜き）です。

小池委員　　　最低制限価格で行っているとのことだが、それ以下でかなり下回っている。そういったことについて、その額で適切にできるかどうかの確認等をしなかったのか。
教育総務課長　していません。これについては、町の入札ルールに基づいて行っています。その中で下回った価格は無効となります。
小池委員　　　現在の入札ルールはそうだが、こういったことが度々起きている。契約は少しでも競争性を高め適切な低価格で進めていくべきものである。事後の検討をすべきではないか。
教育文化部長　町全体で入札制度そのものを検討する形になります。入札制度検討委員会で議論があれば提案していきたい。

小池委員　　　10ｋＷでやっているが、一般家庭では４ｋＷぐらいである。これくらいの規模の施設で10ｋＷは大きくはない。なぜ10ｋＷにしたのか。
学校建設室長　10ｋＷで約３ｔ、100㎡が一般的です。３ｔの部分で構造計算を行い、10ｋＷでもつということと、環境学習を考えた場合、10ｋＷが適当であるということです。また、保守管理で20ｋＷ以上になると法律に基づいた法定点検等の保守管理費が必要になります。それらを総合的に考え10ｋＷにしました。
小池委員　　　実質的な節電効果よりも環境学習に目的を大きく持っているのか。

教育文化部長　その通りです。

佐野委員　　　メーカーはどこか。

学校建設室長　メーカーは設計書で同等品以上と表記しています。契約が済んでいないので、業者からメーカーの提示があった段階で承認します。メーカー名は決まっていません。

佐野委員　　　メーカーによって交換比率等の差はあるが、確認はその時点でするのか。

学校建設室長　その通りです。特に発電効率の部分はチェックしたい。

佐野委員　　　今、一番適正なメーカーは想定しているのか。

学校建設室長　していません。業者から具体的に来てから検討したい。

佐野委員　　　額が決まっている中で、メーカーにも価格差がある。その辺の対応はどうか。

学校建設室長　積算上においては３社から見積を取っています。一番低価格であった京セラの単価で積算をしていますが、それで決まったわけではありません。

佐野委員　　　耐用年数もメーカーによってばらつきがあるが、それも業者からの提示によって確認をして決めるのか。
学校建設室長　耐用年数、保障期間等も先ほど伝えた部分で承認をしていきたい。
委員長　　　　他ございませんか、なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので、採決を行います。議案第71号太陽光発電設備設置工事請負契約の締結について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第71号については原案のとおり可決することに決しました。

議案第70号

委員長　　　　次に議案第70号愛知県後期高齢者医療広域連合を組織する地方公共団体の数の減少及び愛知県後期高齢者医療広域連合規約の変更についてを議題といたします。議案第70号について執行部の説明を求めます。

保健医療課長　議案第70号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第70号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

　　　　なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので、採決を行います。議案第70号愛知県後期高齢者医療広域連合を組織する地方公共団体の数の減少及び愛知県後期高齢者医療広域連合規約の変更について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第70号については原案のとおり可決することに決しました。

議案第61号

委員長　　　　本委員会に付託されました、議案第61号平成２１年度長久手町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）を議題といたします。議案第61号について執行部の説明を求めます。

保健医療課長　議案第61号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第61号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。
じんの委員　　今の説明で補正額が5,849万円プラスされているが、原因をもう少しわかりやすく言ってもらえないか。
保健医療課長　後期高齢者の支援金が増えたのは、平成20年度にこの制度ができたばかりで、制度が安定しておらず、１年目は仮で算出をしています。２年目は１年目の実績を基にしており、そういったことが原因で金額が増えてきました。また、平成20年度と平成21年度で後期高齢の被保険者の医療費も10％程上がっているのも原因です。

じんの委員　　後期高齢者医療制度に加入者が増えて5,849万円プラスになったわけではないのか。

保健医療課長　被保険者も年々増加しており、原因の１つです。

じんの委員　　支援金が０歳から74歳すべての方からで、今後の国保財政の影響はあるがどういう見通しか。また、今後の支援金の見通しもどうか。

保健医療課長　後期高齢の被保険者も年々増えており、医療費も毎年上がっています。税で半分賄い、半分が国の補助です。将来的には税改定も併せて検討していかないといけません。後期高齢者医療制度は２年後には廃止という話も出ているので、どういう形になるのか見定めたい。市町村の国保財政も見直しの中でどこも困窮しているので、そういったことも今回の見直しの中に入ってくることを期待しています。

じんの委員　　今すぐにアップということはあるか。

保健医療課長　現在の経済情勢を鑑み、今のところすぐには考えていません。

委員長　　　　他ございませんか、なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので、採決を行います。議案第61号平成２１年度長久手町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第61号については原案のとおり可決することに決しました。
この際、暫時休憩とします。

　　　　　　午前　１０時　４０分休憩

　　　　　　午前　１０時　４７分再開

議案第66号

委員長　　　　休憩前に引き続き会議を開きます。議案第66号長久手町障害者医療費支給条例の一部を改正する条例についてを議題といたします。議案第61号について執行部の説明を求めます。

保健医療課長　議案第66号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第66号に対する質疑等を行います。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

じんの委員　　１、２級の者と概要にはなっているが、３級の方がなぜ入らなかったのかが焦点になる。この議案の影響を受けるのは109名とのことだが、再度１、２、３級の該当人数を伺う。
保健医療課長　１級が18人、２級が91人、３級が41人です。
じんの委員　　先回、３級の方が仮に対象になると年間医療費はどのくらいかと質疑した時に、不確定でわからないとの説明だった。先ほどの41人を仮に入れるとどのくらい増えるのか推測できるがどうか。
保健医療課長　３級の手帳を受けている方は41人だが、３級の手帳までは受けていない自立支援医療受給者がおり、手帳を受けることにより会社で不都合があるということで、受けていない方もかなりいます。そういう方も３級まで拡大しようとすると手帳を取得するので、そういう自立支援を受けている方の人数を考慮しないと試算はできません。こちらも含めると１，２級109人、３級と自立支援を受けている方が245人です。こちらの試算を併せて考えないといけません。
じんの委員　　３級41人だが、その中で自立支援の方は何人か。
保健医療課長　30名です。

じんの委員　　先日の答弁で近隣調査をして、実態調査と県の考え等を総合的に捉え今回の１、２級の判断に至ったとのことだった。どのような実態調査をされたのか。県の考え方も伺いたい。
保健医療課長　実態調査は近隣市町村の現在状況ということで、名古屋市、瀬戸市、尾張旭市、日進市、東郷町、豊明市を確認しました。瀬戸市が平成21年４月から手帳１，２級所持者について全疾病入院のみを拡大し、他市町では当面制度見直しは行わないとのことでした。手帳１、２級所持者の就労関係の実態調査も行い、所持者の９割が就労しておらず扶養されているか障害年金をもらっています。また、愛知県下の他市町村の実施状況を確認しました。県内では１、２級まで全疾病に拡大している市町村は12市町村、全体の19.6％、１～３級まで実施している市町村が５市町村、全体の８％です。また、県は精神入院通院について１、２級所持者を対象に医療助成を考えており、拡大は考えていないとのことです。県の見解として、重度障害の方は医療費の負担が多いので、障害者の経済的負担を軽減するために重度障害者を対象にする考え方です。
じんの委員　　実際に３級までしているのは５市町村あるが、愛西市等に３級までどうだったか、前後でどう変わったか等の調査はしていないのか。
保健医療課長　岡崎市と飛島村は行政規模が違うので確認はしていないが、愛西市、清須市、豊山町については、医療費実績等を確認しています。前後の効果については確認していません。
じんの委員　　確認がいるのではないか。

保健医療課長　言われる通りです。
小池委員　　　確認をしていないとのことだが、３級までを入れると計り知れない数になって対象者が増えていくとの質疑答弁があった。何を根拠に言われたか。
保健福祉部長　最低の方が41人だが、予備軍、新たに制度を拡大することによって現在手帳を所持していない方も取られる可能性もある。その辺りが不確定であります。それから、自立支援医療の受給者が手帳を取ったときに何級になるかわからない。その数字が不確定で算定ができません。
小池委員　　　既に３級までやっている所の実態把握もしないで、予備軍が不確定というような話では全く根拠がない。３級まで行わないことの根拠の説明にならない。
保健福祉部長　もともと１、２級を前提にしています。精神障害者の１、２級は非常に重度であり、障害者医療の根幹は重度の心身障害者の経済的負担を軽減するのが目的であります。そこには軽度は含まれません。精神障害者１、２級と相対するのが、身体障害者と知的障害者です。医療対象は身体障害者の１級から３級の重度の方、知的障害者のＡ判定、Ｂ判定の重度の方があり均衡を保つことは貴重であります。その均衡が保てないので３級を入れることは考えていません。
小池委員　　　医療費の補助は病状が重度であること以外に、収入の有無が大きく関わる。身体で重度の手帳を持っている方と精神の場合では、収入状況が全く違うが認識はどうか。
保健福祉部長　制度自体が重度と位置付けをしています。収入の有無については、身体障害者だと800人から1,000人を全て調べることになり、そういった視点では考えていません。重度であるという視点で考え、その部分で議論することはありません。精神障害者３級の状況だが、調査したところ、３級及び自立支援医療の方の就労状況は半数が就労しているが、１、２級は９割が就労できておらず明らかに差があります。また、身体障害者、知的障害者は将来に向けて回復が困難だが、精神障害は医療行為を受けることで治癒、改善が見込まれます。そういったことから、差が出るのは問題があると考えます。
小池委員　　　精神障害者３級や自立支援の方は半数は就労しているとのことだが、就労していることと、収入がどれだけあるかということとは別です。仕事に就いていても生活ができるだけの収入が有ることではない実態も把握しなければならない。改善の有無は、改善されれば手帳の対象にならないことになるので関係ない。重度であることを重視していることと、予備軍がいるとのことだが、実際どれくらいなのかも確認もしていない。今、自立支援の人が手帳を取ることがあるとの話だが、根拠はあるのか。
保健福祉部長　拡大してみないと現実はわからず、あくまで仮定です。１、２級については現行の人数をかけて、不足の場合は不足分をかけることになります。３級に拡大することは非常に影響が有り積算は難しい。
小池委員　　　他市町の状況も確認してないとのことだが、なぜしていないのか。
保健福祉部長　現在の補助形態を分析しました。精神疾患で通院の場合、長久手町では自立支援を持っていると100％補助だが、岡崎市では３級の手帳を持つか自立支援を持つこと、また、精神疾患の入院の場合、岡崎市は１級～３級まで手帳が無いと駄目だが、長久手町は診断書があればできます。したがって、手帳を取ることに抵抗感を持つ方があり、手帳をとらないといけないとした時にやめる方もいるので、自立支援医療或いは診断書のみでやった場合で全然違います。
小池委員　　　聞いていることと違います。
保健福祉部長　そういったことも分析しました。
小池委員　　　それは状況であり、全疾病無料化の調査ではない。自立支援医療について言ったが、長久手町が行っていることとの比較をしても意味がない。昨日、そちらに聞いたら全然把握していないとのことだったので、私も数を調べた。３級までやっている所は５市町と言われたが、豊明市は入院は２分の１だが３級までやっている。それから、愛西市、飛島村、岡崎市、豊山町、春日町（先月から清須市）で行われていた。それらの級ごとの全人口比の％は出る。それから、２級までやっている所の３級の人よりも、３級までやっている所の３級の人がどれだけ多いのかを見ると、３級までやっている所が若干３級の割合が0.1多い。際限なく多いということは、６市町を見てもない。長久手町で見ても、３級が他市町と同じような割合であったとしたら、10人そこそこ増えるぐらいだ。言われる心配をする必要はないことをデータから確認している。岡崎市、愛西市、豊山町等にも直接聞いてみたが、３級がどっと増えて困るという状況は感じられないとの話だった。数字的なものも出そうと思えば出るのに、何も出していない。３級までできないというのはおかしい。３級までがそんなに多くなければできるのか。
保健医療課長　長久手町の場合、自立支援も含め３級について、一番お金のかかる精神の入通院について、特に入院は他市町が２分の１助成が多いが、精神疾患の診断書添付のみで全額補助をやっています。３級の方に何もしていないのではなく、一番費用のかかる部分を助成しています。

小池委員　　　今までの制度でそうであったのを、今回、全疾病についてみていこうという話なので、自立支援医療証でやっているのでいいということではない。
保健医療課長　重度の１、２級については回復が難しいが、３級は集中して治療することで、緩和なり改善が見込まれます。精神手帳は２年毎の更新になります。また、県としても精神障害は回復を見込める方もあるが、１、２級は難しいということで今回の助成の対象にして、３級は入通院で助成しているので、回復を図ってもらいたいと考えています。また、１、２級について12市町村実施しているとのことだが、内容として特に、精神疾患の入院については、多くの市町村が２分の１助成しかやっていませんので併せて説明します。
小池委員　　　入院のところは２分の１ではなく、２級まででも入通院全体でやっているところがもっとあるはずで、資料で出せるなら確認してください。
　　　　　　それから、回復が見込めるのは、見込めるかもしれないことであり、現状、そういう人であることについては一緒である。状況としては同じ状況であるという前提で、就労の有無ではなく、収入状況がどうかということで判断すべきである。３級を入れない根拠にはならない。
委員長　　　　他の委員の意見はどうですか。

佐野委員　　　議会からは３級までという当初要望であったのに、３級がなぜ含まれないのか、障害はどこにあるのかを一番説明してもらいたい。他の障害者との整合性が取れない部分については、積算をしてないとのことだが、見込金額としてどのくらいの影響があるのか。
保健医療課長　３級と自立支援の方を仮に含めると、愛西市、清須市、豊山町の医療費、受給者数の平均を取って、１人当たり16万2,977円という数字をもらい、１人当たり平均を、１、２級109人プラス３級と自立支援245人をかけた数字を基に積算はしています。先ほど部長が言われたとおり、拡大することによって新たに手帳を取得する方も見えるので、伸び率を1.2ほどみて、約7,000万円になります。障害者の精神医療については年々金額が1.5倍ほど伸びており、今年見込として、拡大する前として、1,600万円ほど要り、来年度の予算要求は、今回１、２級の拡大分約1,000万円を加え、通常の精神の入通院は2,400万円見込んでおり、3,400万円は最低要るのではないかと考えています。ひところ1,100万円から1,600万円、今回3,400万円ということで、近隣の市町村でも拡大することによって、人数で２割、医療費で25％見込んだ方がいいと聞いています。
佐野委員　　　再度確認したいが、今回は81万円／月ということですね。

保健医療課長　そうです。
佐野委員　　　来年度、年間見込額で１、２級の積算額と３級までを含める予想額を再度確認したい。

保健医療課長　来年度は、81万円／月×12カ月＝約1,000万円が拡大で、従来からやっている精神入通院は約2,400万円。３級にした場合だが、積算を出していません。想定部分で３級プラス自立支援の方が、３級を取得されると想定した部分での数字は出しています。

佐野委員　　　先ほど３級まで含めると7,000万円ということだった。3,400万円プラス7,000万円が来年３級まで含めた場合の支出予想額と解釈していいのか。
保健医療課長　一度にすぐそうなるわけではないが、単年度事業ではありませんので、そのぐらいの経済的負担を見込んでいかないといけません。

小池委員　　　３級プラス自立支援で増える人を含めると合計で7,000万円とのことだが、３級プラス自立支援の人で全部で何人か。
保健医療課長　245人です。

小池委員　　　３級プラス自立支援の人245人を全部３級になったとみなして、7,000万円ということを言われた。そういう見込を持っているので多すぎるということか。どこの市町村で３級までにして、自立支援の人が全員３級になることを前提にすることは何の根拠もない。先ほど言ったように、規模は違うが、障害者の率としては多い岡崎市でみても、全人口のうちの級を持っている人が0.47%ある。３級でみると0.12%になる。３級までやっているところの平均でみると、３級の人が0.107%である。長久手町では３級がそんなにはいない。これが仮に同じ割合になったとしても10人そこそこ増えるだけである。やっているところをみても、３級が自立支援医療の人が全部来ている数が入っているところはない。３級をやっているところの実態把握をすれば、こんな計算はできない。自立支援の方が全部３級に入る前提で数字を出すことは問題であるがどうか。
保健福祉部長　３級手帳を取るメリットの有無だと思います。今までは３級を取ったからといって、メリットはなく手当てを受給することができた。今回、新たに手帳を取ることは全疾患の対象となり大きなことである。これからは取ることによってメリットが出るということです。少なく見積もることは逆に失礼なことで、問題がないようにこれ以上はないだろうというくらいに算定をした。
小池委員　　　３級までやっているところが実際にあり、メリットがあるのも同じである。それでも現実にどこも何倍にも３級は増えてない。そういう実態を見れば、今のようなことは言えない。長久手だけが３級までやれば、自立支援の人が全員３級になると言えるのか。
保健福祉部長　１級～３級を実施しているところは、精神疾患の通院について手帳がないとできないので取るわけです。手帳は取らなくてよく自立支援だけでいいので、手帳を取らないわけです。ある意味長久手町の方が先行しています。しかし、今後全疾患を対象とする場合、手帳がないといけなのですごいメリットになります。
小池委員　　　現実に、そうではない実態があることを把握してから言わないと、何の説得力もない。

副委員長　　　愛西市は平成17年から３級までの全疾病の医療費無料化をしており、平成21年までの医療費の変化についての情報を何か得ているか。
保健医療課長　平成20年度の実績の確認はしています。３年間の経過はつかんでいません。
副委員長　　　右肩上がりで上がっているとのことだった。精神疾患が増えている現状があり、長久手町での現制度における前年度、前前年度の障害者医療費の増加具合はどのようか。
同課長補佐　　平成20年度と平成21年度の比較だが、平成20年度で入院が月平均30万6,474円になり、平成21年度の10月までの入院が月平均80万21円になり、およそ２倍強になります。また、平成20年度の通院が月平均41万7,796円になり、平成21年度の通院が月平均48万1,057円になり、１割強増えています。
佐野委員　　　愛西市の平成20年度実績を把握しているとのことだが、その金額と人口、支給対象者数はどうか。
保健医療課長　愛西市だが、人口が6万6,851人、平成20年度医療費実績が4,428万4,000円、３級までの受給対象者が226人です。
佐野委員　　　長久手町の今の状況として、手帳交付を受ける必要がなく受けている人が少ない現況がある。その辺が今現在実施している他市町と長久手町の、現状の手帳交付を受けている人数が基礎数として違うと言われる。基礎数が違うので、３級まで医療費を拡大することによって手帳交付の申請が、飛躍的に増えると想定をしているということか。
保健福祉部長　その通りです。

委員長　　　　昨日愛西市に電話した。今の数字の中で１，２級が159人で３級が

67人になっている。言われた数字は全部あっていた。３級そのものの

数は比率からいうと、長久手町とそんなに変わらない。長久手町が１、
２級が109人で３級が41人でバランスがとれている。その中で愛西市

の4,428万4,000円に比べ、長久手町の7,000万円という数字は多すぎ　

るがどうか。
保健医療課長　愛西市の4,428万4,000円は、一番お金のかかる精神の入院の部分が２分の１助成なので、長久手町の7,000万円は妥当です。

小池委員　　　自立支援の人全員が３級にくる前提でおかしくないという認識が理解できない。確かに長久手町の今の状態は、全人口に対して級を取る比率は低い。しかし、今度、級を取ることでメリットが生じても、他市町と同比率になるぐらいで、今低いのでそのままにしておくという理由にはならない。確かに平均で言うと、１～３級の人は全人口比の0.379%で、長久手町は0.294%なので現状では低い。たとえ、級によって支援が膨らむことによって、級を取る人ができたとしても、ようやく３級までやっている他市町の平均に近づくことになり、それが、何倍も膨らむことは現実の状況から考えられない。長久手町だけ特異な理由がない限り他市町と異常に違う原因になることはあり得ない。真摯に現実の数字に取り組んでもらいたい。
保健福祉部長　前提として重度ということがあり、他の障害者の均衡を保つ部分が重要であると現状考えています。３級を分析するとかは考えていません。

委員長　　　　ここで委員外発言ということで、他議員も出席されており、違った意見も出ると思うので、お聞きしたいがよろしいですか。
佐野委員　　　この件だけなぜ委員外発言なのか。
委員長　　　　聞いてみないとわかりません。委員外発言の趣旨に従い、前委員長とこの件に関する請願の提案者がいますので、その方々がどのように思っているのか聞きたいと思いますがいかがですか。

議長　　　　　そのことについては、この委員会で全ての委員の意見を聞いてください。委員会は独立した機関になるので、この委員会の意思として出してもらわないといけません。よって、委員長の独断というわけにはいきません。それが良いか悪いかを委員がそれぞれ意見を出してもらわなければいけません。
小池委員　　　委員長の提案に対して私は賛成である。これは去年、全会一致で３級までという請願を採択した経緯があり、特に他議員や傍聴者の意見を聞ければと思う。
じんの委員　　これは請願から地域社会で生活していくのに公的医療費助成を受けないと困っているということで家族会から来たものである。私たち議員もこの議案には３級まで入っていないということで、悩んでいるので聞くことに対して私も賛成である。

佐野委員　　　議員は質疑の場があり、質疑をしている方はしている。委員は委員会があるので控えた方もいる。ここに全議員がいるわけではなく、ここにいる方だけに意見を求めるのは不公平なので、私は委員会の中で審議をしたいと思う。

青山委員　　　同じ意見です。

丹羽委員　　　私も同じ意見です。それと私もまだ質問したいと思っており、先に委員以外の傍聴にきている議員に聞くのはおかしい。
副委員長　　　私も委員会の中で質疑をしていくべきだと思います。

委員長　　　　委員外発言は否決になりました。それでは引き続いて審議を続けます。

　　　　　　　質疑のある方はいますか。

町長　　　　　私ども事務局も精一杯答弁しています。委員から根拠をと言われますが、根拠も有って無いようなものです。過去の実績も予測であるので、根拠と言われてもずばり答弁はできません。しかし、予算執行するには、それだけの財源の確保等を予測しなければなりません。その上で予算編成をします。１、２級までは条例改正によって制度化しようと今回提案しました。その上で３級は、悪いこととは言いませんし、やらないとも言いません。ただこうだという決め手もなく、やっている市町村もあるということはわからないでもないですが、全体としてはわずかです。私どもは事務局が言っているように精神障害者の対策も講じています。予算は今やっている中でもやっていないこともやっています。非常に財政状況が厳しい折です。今年度、町民税も５億円近く減収しました。予算編成をしている状況の中で、１，２級でまずやって、状況を見て、それからさらに拡大が必要なら検討すべきと考えます。今の段階で直ちに３級まで拡大をすることはなく、もう少し慎重に考えてもらえればと思います。また、３級が増えるという根拠もありません。そのようなことで、私どもが提案させてもらった原案通りでご理解いただきたい。
丹羽委員　　　小池委員が、他市町と比べ長久手町は精神障害者の割合が少ないと言われた。執行部から説明があった１級、２級、３級の人数だが、１級18人、２級91人、３級41人、これは今年の７月現在の数字で間違いないか。
保健医療課長　その通りです。

丹羽委員　　　昨年からかなり増えていると思うが、昨年の人数はどうか。
保健医療課長　ながくての統計によると、１級が15人、２級が83人、３級が43人です。
小池委員　　　議案の中について聞きたい。別紙長久手町障害者医療費支給条例の一部を改正する条例に第２条第５号を次のように改めるとある。もとの第２条第５号を、今回５号、６号、７号になるわけだが、それぞれがどのような方を対象にしているか。
保健医療課長　新旧対照表で、長久手町障害者医療費支給条例第２条第５号については精神障害者福祉手帳の１、２級所持者についてを加えるということ、第６号が自立支援の精神の通院が対象とされることをうたっています。第７号は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する診断を受けた方ということで、精神の入院の方を対象としています。
小池委員　　　確認したいが、第５号では精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第45条第１項に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者で、その障害等級がこの法律施行令の１級又は２級の人ということで、手帳の１級、２級の人が第５号であるということでいいか。

保健医療課長　その通りです。

小池委員　　　第６号については精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者で自立支援医療受給者証を所持している者ということで、精神通院が無料になる対象の方とのことだが、手帳を持っている持っていないに関わらず、自立支援医療受給者証を持っている人ということでいいのか。
保健医療課長　その通りです。
小池委員　　　第７号においては精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者とは、旧にあるのと同じである。精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者は、統合失調症、精神作用物質による急性中毒又はその依存症、知的障害、精神病質その他の精神疾患をいうとある。したがって、精神病とされている方全てが含まれることでいいか。ただし、ここの第７号には前２号に掲げるものを除くとある。つまり、１級、２級の者は除かれ、それから、自立支援医療受給者証を持っている人は除かれるということでいいか。
保健医療課長　その通りです。

小池委員　　　今回の改正の長久手町障害者医療費支給条例第５条を見てみます。長久手町障害者医療費支給条例第５条の第１項が１級、２級の方が新たに全疾病の医療費補助の対象になるということだが、受給資格者（第２条第６号及び第７号に規定するものを除く。）のですから第５号で、１級、２級の者ということです。
次に長久手町障害者医療費支給条例第５条の第２項だが、第２条第６号に規定する者がと受給者が変更している。つまり、自立支援医療受給者証を所持する人である。その人が障害者自立支援法第58条第１項に規定する自立支援医療を受けた場合における医療保険自己負担額、つまり自立支援医療受給者証を持っている人が通院医療が無料になるということである。これも今までと同じである。そうすると負担額又はの後が、第２条第７号に規定する者が精神障害の入院医療を受けた場合における医療保険自己負担額とある。つまり第７号に規定する者、精神障害者だが第５号、第６号は除くので、それ以外の人の入院医療費の自己負担額を、規則に定める手続きに従い医療費として支給するとなっている。そうするとこれまでの制度よりも、入院医療の受けられる人の幅は狭まることにならないか。
保健医療課長　入院医療については従来通りです。

小池委員　　　自立支援医療を受けた第６号の人は、この条例の入院医療の中にどう

やって入るのか。長久手町障害者医療費支給条例第５条第２項だが文章は旧だったらいい。第２項の３行目から、（精神障害の通院医療に限る。）を受けた場合における医療保険自己負担額又は精神障害の入院医療ということで、対象者は、主語の受給資格者で第５号に規定するものということで全部にかかっている。　　

しかし今回は、通院医療を受ける自己負担額又はの後に、新たに第２条第７号に規定する者がという主語が入っている。つまり、その後の入院医療に関しては、第７号に規定する者についてのみ書かれているということではないか。現状よりさらに低下するような制度にわざわざするのか。
保健医療課長　制度を低下させるという意味ではありません。自立支援の方について

　　　　　　も、精神内科診療科で診断書を取ってもらえば、入院医療は受けられる

と解釈します。
小池委員　　　この文章からどうやって解釈するのか。条例をもとに行政事務をやらなければいけない。又は第７号に規定する者がとはっきり書いてある。

同医療係長　　これについては、今現在も自立支援の医療証を持っている方も、入院における助成をするためには、第７号の方と同じように診断書を取ってもらい助成をしています。そのようにさせてもらうということでこのように書きました。
小池委員　　　第７号というのは、自立支援の人も含むということか。
同医療係長　　　精神入院の助成についてはそうです。
小池委員　　　　しかし、定義の中でみると、ここで７号というのは、自立支援の医療証を持つ人は除くことになっている。

委員長　　　　　運用上の思いと条例の文章が食い違うのではないかが小池委員の趣旨だが、一度、行政サイドで本当にそうなのかどうかを調べて、休憩後に説明してください。趣旨はわかりますか。
小池委員　　　　対象者の確認だけさせてください。認識が食い違っているといけないので、図に書いて確認をしたいのですがいいですか。
委員長　　　　　議長、ホワイトボードを使うことについて了解は必要ないですか。

議長　　　　　　いいです。

　　　　　　　　（ホワイトボードにて説明）

小池委員　　　　今ここに書いてある定義は、この第５号に該当するのはこの人たちでいいわけです。（１級の枠及び２級の枠）

第６号に該当するのは、ここに自立支援医療受給者証を持っている人があるが（３級の枠の下に自立支援医療受給者証の枠を記入）、１級、２級、３級の中にも自立支援医療受給者証を持っている人はいます。（１級、２級、３級の枠内に自立支援医療受給者証の枠を記入）先ほどの答弁でも３級の30人が自立支援医療受給者証を持っていて、１級、２級の合計で自立支援医療受給者証を持っている人が59人います。この人たちが自立支援医療を受ける人で、第６号はこの緑の部分です。（１級、２級、３級の枠内に自立支援医療受給者証の枠＋３級の枠の下の自立支援医療受給者証の枠）

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者は、他にまだ級も取ってなく自立支援医療証もない方が、でも精神疾患の方がいる。そういう人も全部含めて精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者です。（大枠）

ただし、今回の条例の第７号に関しては、この精神障害者（大枠）だが、前２号を掲げるものを除くと書いてあるので、５号と６号を除く人たちが７号です。【（大枠）－{（１級の枠及び２級の枠）＋（３級の枠の下の自立支援医療受給者証の枠）＋（１級、２級、３級の枠内の自立支援医療受給者証の枠）}】

違いますか。
同医療係長　　　そうです。

小池委員　　　　その前提でこの長久手町障害者医療費支給条例第５条を読み取ると、第５条の第１項では１級、２級の人が身障者と同じようなところに入るということです。
　　　　　　　　第５条第２項の前半で通院医療を受ける人は、第２条６号に規定する者は精神障害の通院医療に限るということでこの人たちです。{（３級の枠の下の自立支援医療受給者証の枠）＋（１級、２級、３級の枠内の自立支援医療受給者証の枠）}
　　　　　　　　第５条第２項の後半で、又は第２条第７号に規定する者が入院医療を受けた場合における自己負担額を規則に定める手続きに従いとあるが、要するに診断書を取れば医療費として支給されるということです。

精神通院は自立支援医療受給者証を受けた人{（３級の枠の下の自立支援医療受給者証の枠）＋（１級、２級、３級の枠内の自立支援医療受給者証の枠）}だったので、この部分【（大枠）－{（１級の枠及び２級の枠）＋（３級の枠の下の自立支援医療受給者証の枠）＋（１級、２級、３級の枠内の自立支援医療受給者証の枠）}】についてはかからず、入院については今回ここでこの人たち{（３級の枠の下の自立支援医療受給者証の枠）＋（１級、２級、３級の枠内の自立支援医療受給者証の枠）}が入らないことになる。違いますか。

保健福祉部長　　問題ありません。
委員長　　　　　行政側に検討してもらい、休憩後、答弁してください。
この際、暫時休憩とします。

　　　　　　午後　　０時　１０分休憩

　　　　　　午後　　１時　２０分再開

委員長　　　　休憩前に引き続き、会議を再開します。
保健医療課長　長久手町障害者医療費支給条例第５条第２項の規定により、第６号の者（自立支援を持っており精神通院の方）が入院した場合には入院医療の助成が受けられない規定になっているのではとの小池委員からの質問だが、第６号の者は精神疾患の通院医療にかかる助成を受ける者として規定しています。第７号の者は精神疾患の入院医療にかかる助成を受ける者として規定しています。第６号の者が入院した場合、通院医療の助成を受けることができず、その際は第７号の者になって入院医療の助成を受けてもらいます。通院と入院が重なることはありません。第６号の者が入院医療を受けることがないために、長久手町障害者医療費支給条例第５条の規定についてはこのように分けています。第６号が第７号になった場合、つまり通院で認めた方が入院になった場合には、別途取扱を定め、事前の通院時の自立支援医療受給者証を使えないと明記します。
小池委員　　　全然よくわかりません。

保健医療課長　同じ方が第６号と第７号では同時にあり得ません。分けて考えてもらいたい。

小池委員　　　先ほどのホワイトボードの図で説明してください。
　　　　　　　　（ホワイトボードにて説明）

同医療係長　　一番外枠が精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者です。その中に手帳を持った方や自立支援医療受給者証を持っている方、何も持っていない方がいるとのことです。
長久手町障害者医療費支給条例第２条で精神障害者を今までは外枠だけの規定だったが、それぞれ手帳を持った方、自立支援医療受給者証を持っている方、何も持っていない方ということで規定しました。その後、長久手町障害者医療費支給条例第５条の規定でどんな支給をするか今回規定をしました。第１項については１級、２級の方は全疾病を対象に給付し、それ以外の方は第２項で規定しています。その方は第６号、第７号になります。第６号は緑の自立支援医療受給者証を持っている方で、精神疾患による通院医療について助成をしており、第７号については入院医療について助成をしています。

支給をする場合に第６号と第７号を併用することはあり得ません。入院治療をする場合、第６号で自立支援医療受給者証を持っている方は通院医療のみの助成になるので、その方がいったん第７号になってもらい、入院医療の助成を受けてもらいます。ですから、第６号のままで入院医療を受けることは不可能です。
小池委員　　　第６号の人は入院する時に自立支援医療受給者証を返さなければいけないのか。

同医療係長　　取扱の運用については別途取扱いを定め、通院時の自立支援医療受給者証を使えないと明記します。
小池委員　　　わざわざ別に定めて、入院した人は通院の自立支援医療受給者証を返して、第６号でない立場にならせるということか。
同医療係長　　そうです。自立支援医療受給者証を持っている方が入院をされても、それで助成はできません。第６号で自立支援医療受給者証を持っている方でも、第７号と同じように医師の診断書を取ってもらい、入院毎に助成をします。
小池委員　　　この条例からは、医師の診断書を取って、なおかつ自立支援医療受給者証は返すことが必要ということか。

同医療係長　　第６号とみなさない場合、そう解釈します。

小池委員　　　今までは入院の場合はどうだったのか。

同医療係長　　大枠の中で規定していたので、どういう医療受給にするかは５号にありました。今回規定した第６号、第７号は規則で規定を設けています。

小池委員　　　今まで入院の医療費を取ろうとした人は、自立支援医療受給者証を返さなければいけなかったのか。
同医療係長　　別にないです。
小池委員　　　なぜ今度そういう形にしなければいけないのか。
同医療係長　　第６号、第７号が重ならないように今回分けて規定しました。
小池委員　　　文章の書き方が違うから、わざわざ自立支援医療受給者証を返さないと入院には対応できないことになる。
同医療係長　　第６号の方も入院医療の助成を受けることができる規定ではありません。今回、第６号と第７号に分けて、入院医療は第７号とみなして助成し、第６号は精神疾患の通院医療のみ助成すると規定しました。

小池委員　　　制度運用上、法を遵守する意味で何ら問題はないのか。

保健医療課長　そういうことです。

委員長　　　　こういう表現をしてしまったから、慌てて規則で係長が説明した言い方にさせたととれてしまうがどうか。
保健医療課長　そういうことではありません。重なるといけないので分けました。

佐野委員　　　重なる可能性とは、通院の自立支援医療受給者証を持ったまま、入院をすることがあることを想定しているのか。

保健医療課長　そういうことはあり得ません。第６号第７号で分けています。

佐野委員　　　現実的にはあり得ないが、２重に支給を受ける可能性があるので分けるのか。

同医療係長　　第６号で入院の医療を受ける者はないということです。

小池委員　　　第６号の規定は自立支援医療受給者証を所持している者である。自立支援医療受給者証を所持している者はどういう人か。
保健医療課長　自立支援医療を受けている方です。
小池委員　　　通院で自立支援医療を受けている人か。
保健医療課長　そうです。
小池委員　　　通院で受けている人が入院した場合、第６号に該当しなくなるのか。
保健医療課長　その通りです。

小池委員　　　通院を所持しながら入院することは現実にあるのではないか。
同主幹　　　　自立支援については、精神の通院と規定しており、通院と入院両方はあり得ません。
小池委員　　　自立支援医療受給者証を持った状態で通院していたが、入院になることはあるのではないか。
同主幹　　　　自立支援医療受給者証を持ってもあくまで通院しか対象になりません。入院になると自立支援医療受給者証は使えません。
小池委員　　　自立支援医療受給者証を持っていることにおいては、入院しても自立支援医療受給者証を所持している人はいる。

同主幹　　　　制度的には入院された場合は自立支援医療受給者証を返してもらいます。ただ、入院しても後から退院をして通院するということがあるので、自立支援医療受給者証については必ずしも入院した時点において、必ず返納されるかはわかりません。こちらでは全体の把握はしていません。
小池委員　　　それが実態です。入院した場合は自立支援医療受給者証を持っていても用をなさない。しかし、その前に通院をしていれば、自立支援医療受給者証を所持したまま入院をする。入院に関しては診断書を出して対応するので、入院に際しては、自立支援医療受給者証は必要ないが持っている人はかなりいると思うがどうか。

同主幹　　　　自立支援医療受給者証は１年間の限定で毎年更新することになります。したがって、自然に期限が過ぎて使えないケースが入院されるとあります。全体の数の把握はしていません。
小池委員　　　現実的には自立支援医療受給者証を返納しなくても入院して所持していることはあり得る。あえて今回矛盾を解決するために、７号で入院をするので、第６号の人は自立支援医療受給者証を返納しなければいけないと言う。わざわざ余分な手間を取らせることになるのではないか。
同医療係長　　第６号の方が自立支援医療受給者証を所持したまま、通院も入院も受けられる形にならないためにも、第６号の精神通院の方が入院された場合は入院助成を受けられる方という形で規定をします。自立支援医療受給者証の所持についても、今は実態を把握していないが、今後きちんと定めます。
小池委員　　　聞こえません。

保健福祉部長　精神疾患で入院した場合、入院したことは町ではわかりません。請求が来て初めてわかります。その時点で自立支援医療受給者証を返納してもらうしかありません。
小池委員　　　退院時に入院についての補助の手続きが取られるということか。
同課長補佐　　償還払いなので領収書を持って来られるのが、退院時ではなく溜めて持ってきます。例えば、入院が３カ月なら入院が終わった後と時間を置く方があります。その時点で初めて掌握できます。
小池委員　　　退院時点で自立支援医療受給者証を持っていない人が７号になるのか。実際には、入院している時に自立支援医療受給者証を所持していない人が入院の対象になると考えられる。規定するものが入院医療を受けた場合なので時間差がある。返納するのは申請時で、退院時は自立支援医療受給者証が必要な時である。非常に矛盾するのではないか。
保健福祉部長　入院の方は、早いと１年で退院するが、現実は長くなります。手続き上はきちんと返納してもらうような取扱いをしていきたい。そのために、今回分けました。

小池委員　　　ずっと同じ所にいるよりも、いったん出る方も結構ある。そうすると通院の自立支援医療受給者証と入院とは重なり合う部分がある。これを生かしてやろうとすると非常に混乱する。また、入院の７号に該当するためには返納等、規則等で定めるわけです。入院時に返納していなければ本来は資格としてはないはずで、それはいつの時期にするのか。退院後に返納してもいいのなら、取り決める意義がない。
委員長　　　　運用上は言われる通りで、改善する余地はないようです。その方法論を述べる条例が出てきたが、表現がわかりにくい。その矛盾を感じたのが小池委員の発言である。表現の改善余地はあるのか。
同医療係長　　あくまで定義の中で、第５号、第６号、第７号という規定を設け、第６号の方がそのまま入院助成を受けるという長久手町障害者医療費支給条例第５条の規定にはしません。第６号の方が受ける場合も、あくまで第７号で助成を受けてもらう規定を今回提案します。
小池委員　　　第７号は入院だと言われたが、ここには入院とは書いてない。精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者で、前２号に掲げる者を除くということで、入院ということではない。長久手町障害者医療費支給条例第５条の入院のところで出てくるだけである。ここは対象者のことで、それを第７号は入院だというのはおかしい。
また、これまでは自立支援医療受給者証を所持していても、入院の場合は診断書を出すことができた。なぜそれと同じようにしないのか。その部分については全く変わらないはずである。分けることによって、自立支援医療受給者証を入院の場合返さないといけない。わざわざわかりにくくしている。それでは、現実的にどういう場合に返すのか明らかにならない。退院した後に申請に来るのであれば、入院中は自立支援医療受給者証を持っている人になるので、本来は対象にならないはずである。
同医療係長　　今までは、精神障害者ということで、１つの大枠で表現していました。今回、１、２級の全疾病をするということで、精神障害者の中の規定を確認させてもらいました。それによって、わかりにくくなったということですが、長久手町障害者医療費支給条例第５条では第７号が全て含む形で規定し、１級、２級の方とそれ以外の方ということで、入院医療の補助規定を表現した時に、第６号、第７号というように分けて表現しているのは、第６号は受けることができる医療が精神疾患の通院という規定をし、第７号は入院助成をする方で第７号という定義を引っ張ってきています。そこに第６号が入ってくるのも整理ができにくいので、分けて表示しています。
小池委員　　　長久手町障害者医療費支給条例第５条第２項は、１級、２級という部分以外は基本的に前と変わらない。新たな制度になったわけではないのに、どうして文章がこのように変わるのか。１級、２級以外の者を第６号と第７号にわける必要はない。第５号で１級、２級としたとすると、第６号では精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者に第５号に掲げるものを除くでよかったのではないか。

もともとの長久手町障害者医療費支給条例が、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者ということで、長久手町障害者医療費支給条例第５条第２項が全部入っていた。今回、１級、２級は上の長久手町障害者医療費支給条例第５条第１項の中に入った。だから、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者のうちの１級、２級の人以外という項目を（定義）に長久手町障害者医療費支給条例第２条第６号として定めて、それを長久手町障害者医療費支給条例第５条第２項に入れれば、今までと全く変わらないことができる。どうしてそのようにしなかったのか。
そうすれば、自立支援医療受給者証を返すとか返さないとか言う必要はない。

保健福祉部長　小池委員の言われることは、今まで規則にうたわれていました。規則のものを条例に持ってくるという意味ですか。

小池委員　　　条文が第２条第５号として１級、２級を分けたいわけです。１級、２級を分けるとすると、それ以外の精神障害者、文章としては精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条に規定する精神障害者（第５号に掲げるものを除く）で事足りるのではないか。
保健福祉部長　条例の手法の問題です。条例変更の仕方は色々な方法があります。町としては規則で精神障害者の支援をうたっているので、それをさらにわかりやすくするために条例に移しました。

小池委員　　　規則に精神障害者とは自立支援医療受給者証の交付を受けた者、医師の診断書等で証明を受けた者若しくは精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６条第３項に規定する１級又は２級の精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者であることとある。それを今回ここで規定したわけです。その中で、それをそれ以外の者とすることで、全然変わらないのではないか。規則にあるのならあって、これまでと同じ状態であればよく、今までと変わるようなことをしなくてもいいのではないか。
保健福祉部長　よりわかりやすいようにこのような改正をしました。小池委員の言うことは間違ってはいません。これは手法の問題です。
小池委員　　　そういう手法を持ってきたために、入院時には自立支援医療受給者証を必ず返納しなければいけなくなる。
保健医療課長　自立支援医療受給者証は返納義務があります。県でそのようにうたわれています。また、小池委員の言われる長久手町障害者医療費支給条例第２条のところだが、定義で第６号、第７号を新たに定義としてうたっています。そのために、長久手町障害者医療費支給条例５条がわかりにくいと言われるが、改めて第６号、第７号で規定させてもらっています。
委員長　　　　あまりこの件に関して時間を取ると、本質の質疑ができなくなるので、この件については、私の判断で一旦中断します。この件以外で今回の議案に対して意見はありますか。
青山委員　　　確認だが、医療費が年々1.5倍程増えているのは事実か。

保健医療課長　平成20年が1,100万円程で、平成21年は1,600万円程（見込）になります。

委員長　　　　他はよろしいですか。それでは、小池委員の聞いている内容について、各委員の意見を求めます。条例と取扱いの方法として議案に矛盾がなければ、私はこれで進めたいが、条例と実際、行政がやることが矛盾していないかだけ確認をしたい。
保健福祉部長　町はありません。
委員長　　　　他の委員、何か意見はありますか。

佐野委員　　　第６号と第７号を分けたことの前提だが、従前から自立支援医療受給者証は返納しており、あえて分けたことによって、自立支援医療受給者証の返納が生まれたわけではないということでいいか。

保健医療課長　その通りです。

佐野委員　　　ただ、現実的にはタイムラグ生じ、それを確認することは、現状では不可能であるということでいいか。

保健医療課長　そういった事実であります。

委員長　　　　そのタイムラグを改善する方法はないか。

同医療課長　　タイムラグを埋める方法は通院から入院に変わる時に、制度の利用案内を細かく周知することにつきます。
小池委員　　　つまり入院当初に自立支援医療受給者証を返納してもらうようにするということか。
同医療係長　　自立支援については入院した場合は、自立支援医療受給者証を返納してもらうことになっています。それができるような運営に努めます。
小池委員　　　入院していてもそのまま自立支援医療受給者証を持っている人も多いとのことだった。必ずしもそのようになっていない事実があるのではないか。そのような状況でこのような条例にすると、新たな対策でそうしないようにしていかないと矛盾していかないか。
保健福祉部長　今まで自立支援で自立支援医療受給者証を持っている方の入院は想定していませんでした。今後は、自立支援医療受給者証を渡す時に併せてその説明もしながら周知する。もう１つは、入院がわかった段階しかないということで、その中できちんと返納してもらう手続きをしてもらう。この２つをやっていきたい。

小池委員　　　それでは第７号については、自立支援医療受給者証を持たない人は、いつの時点で規定しておくのか。退院してから自立支援医療受給者証を返す人もいれば、入院当初から返納する人もいる。いつでもいいから、返せば入院医療の対象にするということなのか。非常に曖昧だ。
保健福祉部長　自立支援医療受給者証を交付した時に、併せて渡すということです。後は、本人が何日遅れるかわかりませんので、速やかに返納してもらうよう文書でお願いします。自立支援医療受給者証を持っていない方については、周知の必要はありません。自立支援医療受給者証を取られている方について、速やかに返納してもらうことを勧奨していきたい。

小池委員　　　非常に曖昧さが残る。
委員長　　　　他に意見はありませんか。
この際、暫時休憩とします。

　　　　　　午後　　２時　　　　休憩

　　　　　　午後　　２時　１５分再開

委員長　　　　休憩前に引き続き、会議を再開します。議案第66号に対して、質疑、意見をこれで打ち切らせてもらいますが、よろしいですか。
佐野委員　　　今回、色々と不確定な部分が多いことは理解する。その上で今回は２級までという判断だが、今後について、３級までの拡大もあり得るという話を町長がされた。見通しとして考えはあるか。

保健医療課長　まず、１級、２級の拡大をさせてもらい状況を確認したい。
委員長　　　　他に意見はないですか。それでは、質疑、意見は終了します。

　　　　　　　休憩中に小池委員から修正案が届きました。議案第66号長久手町障害者医療費支給条例の一部を改正する条例に対する修正案を別紙のとおり会議規則第67条の規定により提出するということです。

　　　　　　（修正案配布）

委員長　　　　提出理由について、小池委員に説明を求めます。

小池委員　　　ただいま提出しました、修正案について説明します。この修正案は、長久手町障害者医療費支給条例の一部を改正する条例についてに対するものです。第２条第５号を次のように改めます。５　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号。以下「精神保健福祉法」という。）第45条第１項に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者と改めるものです。

提案理由として、私は障害者１級、２級のみ対象とする全疾病の補助に対して対象とするのではなく、３級まで必要であると考えています。このことについて、昨年議会にも請願が出され、３級まで全疾病の入通院ということで、全会一致で採択されました。今回、執行部から出てきた条例改正には、願いに応えるものではなく、１級または２級の者と規定がされています。しかし、３級を入れないことの根拠の確認をしてきたが、とても納得のできるものではありません。３級まで増やすことによって、非常に対象者が増える趣旨の発言が度々あったが、現在３級まで行われている市町村を見ても、そのような傾向はありません。自立支援医療受給者証を持っている人が、ほとんど全部３級になるような実態は見受けられないわけですので、何を根拠にそういうことを言われて２級までとするのか、理由にはならないと思います。今、町長は今後を見定めてというような話もあったが、既に３級までやっている所が何カ所かある中で、当事者のみなさんの声、それから現実を踏まえてみても、働けない方が実際には、就業はしていても収入に繋がっているかどうかは大変疑問に思います。３級まで当然やるべきことと考え修正案を提出します。
委員長　　　　修正案の提案理由は終わりました。修正案に対する質疑、意見を求めたいと思います。ございませんか。
　　　　　　　ないようですので、これより討論、採決に入ります。議案第66号長久手町障害者医療費支給条例の一部を改正する条例についての討論を許します。まず、修正案に対する賛成討論の発言を許します。ございませんか。
じんの委員　　障害者、特に精神の方は他から理解されにくいという状況がある。地域社会で公的助成を受けないと生きていけないので実際困っているという請願者側からの話を聞いて、１級～３級までの全疾病入通院ということで、請願が出され議会で採択された。３級であっても半数の方が就労していても収入の確認が取れていない。現実に請願が出され今まで待たされていたが、３級まで行わないという説明は納得できるものではなかった。既に他市で実施している所もある。１級、２級だけでなく、３級を区別せずに、安心して生活ができるよう手を差し伸べるべきと思い、修正案には賛成します。
委員長　　　　他ございませんか。ないようですので、次に、修正案に対する反対討論の発言を許します。ございませんか。

丹羽委員　　　昨年９月、議会全会一致で執行部側に、３級までの医療費支給の請　　　　　　　　　　願を出した。その後速やかに、１級、２級でも実施するよう７月に我々政策グループ〝楓〟と公明党で申し入れをした。その中で、今回議案第66号が出てきた。全会一致で請願を出した昨年９月より、大変経済も悪化し、今年の町民税も個人法人併せ約２億9,000万円減少する中、町長も言われたが、３級まで考えていないというのでなく、この経済状況、また、精神障害者以外の障害者との整合性等、十分に精査されたと判断し、議案第66号に対する修正案には反対とします。

委員長　　　　他ございませんか。ないようですので、修正案に対する討論を終結します。

　　　　　　　次に議案第66号の原案に対する反対討論の発言を許します。ございませんか。

小池委員　　　原案は２級までということで規定されている。今本当に必要な部分に町の貴重な財政を投入していくことが必要である。切迫した中で、やはり必要なところにはきちんと支出し、助成していくことが重要である。そのような観点から、これまで精神障害者には長年のところ、歴史的にみて非常に遅れていた部分がある。精神疾病に関しては、最近補助が行われるようになったが、他市町と比較して遅れている部分は否めない。２級と３級を区別するのは非常に問題がある。級を取ると更新は２年でその間その状況は続く。３級まで本来それは取るべきで、この２級までの案には反対とします。

委員長　　　　他ございませんか。ないようですので、次に原案に対する賛成討論を許します。ございませんか。

副委員長　　　昨年秋以降の急激な経済悪化が続く中、11月の政府月例経済報告においても、我が国経済がデフレ状態にあることも宣言された。本町においても本年度町民税が落ち込む等、来年以降の明るい経済見通しは何もない。さらに新政権における補正予算の執行停止、事業仕分けによる各種予算凍結等、町財政にさらなる負担がのしかかる可能性もある。こうした中、様々な調査、研究の上で精神障害者１級、２級に対して、全疾病医療費自己負担分の無料化は前進であると考える。ただし、３級まではさらなる精査の上実施されることを要望とし、議案第66号の原案に賛成します。
委員長　　　　他ございませんか。
佐野委員　　　今回、議会全会一致で請願がされ、３級まで含めて支給されることが望むところだが、３級を含めることによっての効果がかなり不確定な部分が多く、先進例においても確たる検証がなされていない。まずは１級、２級として、その後しっかり精査してもらい、拡大を検討してもらいたいということで今回は賛成とします。
委員長　　　　他ございませんか。ないようですので、原案に対する討論を終結します。
　　　　　　　これより挙手により、採決を行います。
まず、最初に修正案について採決します。本修正案に賛成の委員の挙手を求めます。

挙手少数であります。（反対：木村さゆり副委員長、青山賴人委員、佐野尚人委員、丹羽茂雄委員）よって本修正案は否決されました。
修正案は否決ですので、次に議案第66号の原案について採決します。原案に賛成の委員の挙手を求めます。

挙手多数です。（反対：小池みつ子委員、じんの和子委員）よって原案は可決されました。

　　　　　　　次に、閉会中の継続調査についてお諮りいたします。

　　　　　　委員のお手元に配布してあります継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査したいと思いますが、ご異議ありませんか。

　　　　　　（異議なしの声あり）

　　　　　　　ご異議ないものと認めます。継続調査申出事件一覧表を私から議長に申し出ておきますから、ご了承願います。

なお、委員長報告は委員長と副委員長に一任していただけますか。

（異議なしの声あり）

ご異議が無いようですのでそのように取り計らいさせていただきます。以上で文教福祉委員会を閉会します。

午後２時３３分閉会　　　

以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成２1年１２月９日

文教福祉委員会委員長　前田幸明
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